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Due to the rapid aging of the population, it has become important to ensure the provision of primary health care

services. To respond to this challenge, it will be insu‹cient to oŠer services only at medical institutions; indeed, there are

extremely high expectations for pharmacists because they work in close contact with the population at drugstores and

pharmacies. Moreover, the Japanese government intends to promote family pharmacies (pharmacists) that not only

prepare drugs but also give advice on health issues. In this context, pharmacists are expected to play new roles that sur-

pass those in the existing framework, and this will require a new program to facilitate the acquisition of new abilities

(skill mix). As an example, we would like to introduce an education program for pharmacists designed to develop clini-

cal reasoning skills for patients' symptoms. To care properly for patients with symptoms and to decide whether to en-

courage self-medication or to recommend consultation with a doctor, pharmacists need to develop the ability to take a

medical history in a systematic and reasonable way, and then to make an adequate assessment. Therefore on the basis of

cooperation between doctors and pharmacists, we have developed an education program, as well as a medical interview

support tool to assist pharmacists in obtaining necessary and comprehensive medical histories.
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1. これからの医療に求められるパラダイムシフ

ト

近年，日本は世界に例をみない速度で高齢化が進

行している．高齢化率は年々上昇を続け，総務省統

計局の人口推計（2016 年 4 月）によると，現在の

日本の総人口約 1 億 2700 万人のうち高齢者の人口

は 3434 万人，高齢化率は 27.0％と，国民の約 4 人

に一人が 65 歳以上になっている．1) 今後，この傾向

はさらに強まり，団塊の世代が 75 歳以上となるわ

ずか 9 年後の 2025 年には，総人口 1 億 2066 人，65

歳以上は 3657 万人（同 30.3％）となり，高齢者は

現在より 400 万人以上増加する．2) その大きな原因

となるのは 75 歳以上の後期高齢者の増加であり，

2016 年の 1667 万人から，2025 年には 2179 万人

と，約 500 万人増えることが予測されている．

高齢者人口の増加は，医療機会の増加を招く．年

間医療費（2014 年度）でみると，国民 1 人当たり

の年間医療費は，014 歳が 15 万 3000 円，1544 歳

が 11 万 6600 円，4564 歳が 27 万 8300 円なのに対

し，65 歳以上は 72 万 4400 円と，65 歳未満（17 万

9600 円）に比べて約 4 倍に膨れ上がることが明ら

かにされている．3) 中でも，75 歳以上の後期高齢者

は 90 万 7300 円と，最も安い 1544 歳に比べると約

8 倍の医療費を必要とする．

さらに，この量的な問題に加えて，医療の高度

化・複雑化，患者・家族の価値観の多様化などを背

景として，質的にも負担が増している．もはや，医

療サービスはや医師が単独でマネジメントできるも

のではなくなっており，今後増加の一途をたどる質

的・量的な医療ニーズに対して，医師を始めとする

医療者のマンパワー不足がより深刻化することは確

実視されている．医師数については，定員増などの

対策も行われているものの，地域偏在などの問題も

あって，いまだに解決に向かう兆しは見えていな

い．このままでは，医療や介護を巡る環境はさらに
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悪化し，さらには医療難民，介護難民という言葉に

象徴されるように，国民が必要なサービスが受けら

れなくなる可能性も出てきている．

このような状況を踏まえ，医療サービスに対する

考え方も大きなパラダイムシフトが求められてい

る．これまでの医療は，救命・延命，治癒，社会復

帰を前提とし，病気になれば病院で治療を受け，治

癒したら健康な人びとが暮らす地域に戻る，いわゆ

る「病院完結型医療」が中心であった．これからは，

高度医療機関でなければ治療できない急性期医療が

終わったあとは，病気と共存しながら地域で暮らし

ていく中で医療や介護などの必要なサービスを受け

て QOL の維持・向上を目指す，「地域完結型」医

療に変わっていくことが求められる．その実現のた

めには，可能な限り自分らしい暮らしができるため

の基盤や医療・介護などのサービスが受けられるシ

ステムを，それぞれの地域毎に確立することが必要

になってくる．

それと同時に，医療資源を効率的に使うために

は，健康問題の発生源に対するアプローチも重要に

なってくる．病気を発症してから治療を行うのは，

医療費がかかるだけではなく，activities of daily liv-

ing（ADL）の低下を招き，介護の人手や費用も発

生する．それを防ぐためには，生活習慣病予防，介

護予防など，「病気にならない」ための働きかけを

強めていかなければならない．このような予防活動

を展開すべきフィールドは，「患者」になってから

訪れる医療機関ではなく，普段から住民が暮らして

いる地域でなければならない．それに伴い，医療者

も医療機関だけに留まっているのではなく，より積

極的に地域へと活動の範囲を広げていく必要がある．

2. 地域包括ケアシステムの導入と多職種連携

このような背景を踏まえ，厚生労働省では「地域

包括ケアシステム」の構築を推進している．4) これ

は，高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的の

下，可能な限り住み慣れた地域で，自分らしい暮ら

しを人生の最期まで続けることができるような地域

の包括的な支援・サービスの提供体制を意味する．

具体的な取り組みとしては，◯医療との連携強化，

◯介護サービスの充実強化，◯介護の予防の推進，

◯多様な生活支援サービスの確保や権利擁護などの

サービスの促進，◯高齢者住まいの整備の 5 項目を

挙げている．

この地域包括ケアシステムの実現キーワードとな

るのが多職種連携である．地域完結型医療には，

「疾患に対する医学的治療」だけに留まらず，生活

全般にわたり，保健・医療・福祉すべてについて支

援が必要になる．その実現には，医療機関のみなら

ず，薬局，自宅療養のためのケアマネージャーやデ

イサービスなどの介護関連に加え，行政サービスや

nonproˆt organization（NPO）・ボランティア，民

間企業など，様々な業種による重層的な支援体制の

構築が求められる．

このようなサービスを実現するためには，単に各

職種がお互いに足りないものを補い合うだけではな

く，それぞれの職種が専門的なスキルを発揮しつ

つ，これまでの業務範囲を超えた新たな協働の仕組

みを作り，より多くの職種と緊密に連携をとって，

複雑多様化する医療をめぐるニーズに応えていくこ

とが求められている．

3. 薬剤師とスキルミックス

今回は，この多職種連携をさらに深めるための新

しい考え方として，スキルミックスについて論じた

い．スキルミックスとは，既存の職種の業務分担を

根本から見直して，状況に応じて，これまである職

種がやっていた仕事の一部を，他の職種でも担当し

ていくという考え方である．

一般にスキルミックスと言えば，「薬剤師が処方

箋を交付できる」とか「看護師が単独で処置ができ

る」というような，いわゆる法律上の権限の変更を

伴う話題になりがちである．このような法改正を伴

う職務の変更は，実現のハードルも高く，また実施

できるようになるためにはかなりのトレーニングを

積まなければならない．そこで，筆者が提唱したい

のは，現行のルールのまま，その業務の一部を他職

種が行うというスタイルである．例えば，最終的に

医師が診断をつけて処方箋を発行するのであれば，

最初に薬剤師が病歴聴取とフィジカルアセスメント

を行って鑑別を考え，その情報を医師に伝えること

にはなんら問題はない．これであれば，現行法規の

範囲内で問題なく施行できるうえに，十分な経験を

有する医療職ならば，短期間のトレーニングで実施

できるので，効率的かつ即効性のある方法である．

新しくパラダイムシフトが求められる地域完結型

医療においては，薬剤師は，ドラッグストアや保険

調剤薬局など，地域に密着した場所で働く機会が多
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く，また最近では，在宅ケアや地域住民教育などの

現場でも活躍する機会が増えている．住民も，身体

の不調を自覚した際に医療機関ではなく薬局を訪れ

ることも多く，身近で気軽に健康相談ができる貴重

な存在である．そこで，薬剤師がスキルミックスの

考え方を積極的に取り入れて，薬剤に関連すること

はもちろん，それ以外の健康問題も含めて広くコ

ミットしていくことができれば，そのインパクトは

極めて大きい．その意味において，薬剤師はスキル

ミックスの考え方が非常に重要な職種の 1 つである

と言えるであろう．

国の動きも，このような流れの中で様々な施策を

打ち出している．厚生労働省は 2015 年 10 月，「患

者のための薬局ビジョン」を公表した．5) ビジョン

は，2025 年，さらに 10 年後の 35 年に向けた中長

期的視点に立って，現在の薬局をかかりつけ薬局に

再編する道筋を示したもので，副題として～「門前」

から「かかりつけ」，そして「地域」へ～を掲げて，

かかりつけ薬剤師・薬局の役割を明確に定義してい

る．具体的には，かかりつけ薬剤師・薬局が持つべ

き 3 つの機能として，◯服薬情報の一元的・継続的

把握，◯24 時間対応・在宅対応，◯医療機関との

連携を挙げ，団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢者

になる 2025 年までにすべての薬局が「かかりつけ

機能」を持つことを目指すとした．地理的な位置づ

けについても，いわゆる門前薬局を念頭に，「大病

院に隣接した薬局を中心に，建て替え時期などを契

機に立地も地域へ移行し，少なくとも患者に身近な

日常生活圏域単位で地域包括ケアの一翼を担える体

制が構築されることが期待される」と再編を促して

いる．

さらに注目すべきは，上記の機能に加えて，今後

充実・強化すべき機能として，地域住民の健康相談

などに気軽に応じられる「健康サポート機能」と，

がんや human immunodeˆciency virus（HIV）感染

症，難病などの治療薬を服用する患者に対してきめ

細やかな対応ができるような「高度薬学管理機能」

が挙げられていることである．

つまり，これからの薬剤師に求められるのは，既

存の薬局における調剤を中心とした業務だけではな

い．地域包括ケアの中で一翼を担う中で，活躍の場

を地域や在宅に広げ，薬剤管理だけではなく，生活

全般に対する支援を行い，処方箋通りにただ処方薬

を渡すだけではなく，一元的・継続的かつ高度な医

学的管理を担当し，薬に関する問題だけではなく，

様々な健康相談に気軽に応じる役割を担っていかな

ければならない．すなわち，これからの薬剤師は，

「薬に対する専門家」だけではなく，「薬に対する高

い専門性を持ちながら地域で幅広く活動できる医療

者」であることが求められる．

このように，これからの薬剤師は，上述のスキル

ミックスの考え方に基づく新たな役割を担っていく

ことが期待されているが，これを実践できるように

なるためには，当然ながらトレーニングが必要であ

る．これまで医療職の教育は，職種単位でそれぞれ

の専門能力に関するプログラムが中心であったが，

今後は，スキルミックスが実践できることを教育目

標とした，体系的な研修プログラムが必要となる．

4. 薬剤師向けの臨床推論能力教育プログラムの

開発

筆者らは，このようなスキルミックスを実現でき

る薬剤師の養成プログラム開発に取り組んでいる．

ここではその一例として，臨床推論能力に関する教

育プログラムについて述べる．

薬剤師が臨床推論の基本的知識を身につけて，患

者が訴える症状に対するアセスメント能力を高める

ことにより，臨床の様々な現場で新たな役割を担う

ことができるようになる．例えば，ドラッグストア

では，症状を訴えて OTC を買いに来た来店者に対

して適切なアセスメントを行えるようになること

で，適切なセルフメディケーションと受診勧奨に役

立てることができる．6) 具体的には，OTC で済ませ

ていた来店者の中に含まれている，本来医療機関を

受診すべき患者を見逃さずに受診勧奨につなげるこ

とができる．また，何でも相談できる信頼関係を構

築することができれば，今まで直接医療機関を受診

していた軽症患者を，OTC によるセルフメディ

ケーションにつなげることができ，医療機関の負担

を減らすことができる（Fig. 1）．

保険調剤薬局では，短い外来診察時間の中で，担

当医に十分に症状を伝えきれなかった患者や，次回

外来受診日前に新規に発生した症状を抱える患者の

相談に乗り，副作用の可能性も含めて適切にアセス

メントを行って，必要に応じて確実に主治医に情報

伝達ができる．在宅ケアにおいては，チーム医療の

メンバーとして，在宅訪問指導時に必要な観察を
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Fig. 1. Patient's Behavior (Present and Future)

Table 1. Skill-mix Training Program for Pharmacist

Course Title Method
Time
(h)

1 Introduction introduction lecture 1
skill mix lecture 0.5
problem of community care lecture 1

2 Emergency care triage lecture 0.5
cardiopulmonary resuscitation practice 8
ˆrst aid lecture 1

3 Communication
skill

communication skill (1) lecture 1
communication skill (2) practice 3

4 History taking information gathering lecture 1
clinical reasoning lecture 4
clinical decision making (1) lecture 1

5 Physical assess-
ment

physical assessment (1) lecture 3
physical assessment (2) practice 3

6 Assessment of
common
symptoms

headache lecture 0.5
chest pain lecture 0.5
abdominal pain lecture 0.5
back pain lecture 0.5
arthralgia lecture 0.5
sore throat lecture 0.5
cough lecture 0.5
fever lecture 0.5
fatigue lecture 0.5
body weight loss lecture 0.5
dizziness lecture 0.5
paresthesia lecture 0.5
constipation lecture 0.5
vomit lecture 0.5
palpitation lecture 0.5
dyspnea lecture 0.5
edema lecture 0.5
dysuria lecture 0.5
practice practice 6

7 Management of
common diseases

common cold lecture 0.5
bronchial asthma lecture 0.5
enterocolitis lecture 0.5
primary headache lecture 0.5
somatization lecture 0.5
hypertension lecture 0.5
diabetes mellitus lecture 0.5
ischemic heart disease lecture 0.5
stroke lecture 0.5
depression lecture 0.5
appendicitis lecture 0.5
acute lumber pain lecture 0.5
malignancy lecture 0.5
benign paroxysmal
positioning vertigo

lecture 0.5

dementia lecture 0.5
8 Information

and communi-
cation

presentation lecture 0.5
medical record/referral lecture 0.5
practice practice 3

9 Understanding
assessment and
management of
doctors

laboratory test lecture 0.5
imaging test lecture 0.5
physiological function test lecture 0.5
clinical decision making (2) lecture 1
patient education lecture 0.5
life habit improvement lecture 0.5
brief psychotherapy lecture 0.5
ethics lecture 0.5
informed consent practice 3

10 Comprehensive
practice

clinical clerkship practice 6
conference attendance practice 6

11 Evaluation report test 10
paper test (1) test 3
paper test (2) test 3
OSCE (objective structured
clinicai examination)

test 3

Lecture: provided by e-learning.
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行って，服薬管理に留まらずに患者・家族の抱える

プロブレムを他の職種のメンバーと共有し，適切に

助言を行うなどの役割を担うことができる．

話は少しそれるが，具体的な教育プログラムにつ

いて述べる前に，ここで，薬剤師が臨床推論のスキ

ルを現場で活用することは，法律で定められた薬剤

師の業務を逸脱するものではない，ということを確

認しておきたい．実際，薬剤師の臨床推論教育の話

題になると，しばしば「薬剤師が診断してよいのか」

という疑問が出されることが多い．もちろん，薬剤

師が病歴から診断を確定させて処方箋を発行したら

違反であるが，薬剤師が患者から集めた情報を基

に，「セルフメディケーションで対応可能と判断し

て OTC を販売する」ことや，「重大な疾患が潜ん

でいる可能性があると判断して受診勧奨する」こ

と，「受診勧奨するに至った根拠を，正確かつ要領

よく医師に伝達する」ことにはなんら法的に問題は

なく，むしろ現在でも薬剤師が日常的に行っている

思考プロセスであることを認識すべきである．

これは筆者の個人的見解になるが，薬剤師の教育

に係わる中で，臨床推論教育は，卒前・卒後教育と
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Fig. 2. Monshin Navi (Symptoms Selection Screen)
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もにあまり体系的に行われておらず，受診勧奨の判

断も薬剤師の個人的な経験に委ねられているという

印象を持っている．その背景には，「診断は医師が

行うもの」という考えが，本来薬剤師が行っても差

し支えない臨床推論能力の部分まで拡大解釈されて

いることが多少なりとも関係しているように感じて

いる．

臨床推論能力の教育は，医師が行っている臨床推

論のスキルを，医師から（薬剤師に合わせてアレン

ジした方法で）学ぶのが最も効果的である．そこ

で，教育プログラムの開発に当たっては，日頃から

医学部の教員として，医学生や研修医を対象にして

臨床推論の教育を行っている筆者が，薬剤師と連携

して取り組むことになった．

プログラムの全体像は Table 1 に示す通りであ

る．臨床推論能力の修得を柱に据えて，基本的な考

え方や，代表的な症候に対するアプローチについ

て，おもに e-learning による講義と演習，対面式で

のグループワーク方式でのケーススタディ，現場で

の実習やカンファレンスへの出席などを行って，体

系的な教育ができるように構成されている．また，

それに関連する能力として，コミュニケーション技

法，身体診察技法，common disease に関連する知

識，情報伝達，医師が行う検査や治療・指導などに

関する講義や演習も組み込まれている．現在作成中

であり，すべてを実施できているわけではないが，

これまで導入した症候診断のパートに関しては，薬

剤師の関心も高く，内容も好評を得ている．

これは私見になるが，実際に薬剤師に臨床推論教

育を行ってみて，スキルの修得には大きな手応えを

感じている．薬剤師は，薬剤の作用機序については

エキスパートであるし，それにつながる疾患の病態

生理も深く理解している．また，対面販売業務に従

事しており，患者の症状を聞き出したり，悩みに耳
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Fig. 3. Monshin Navi (Input Screen)
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を傾けたりするコミュニケーションも既に実践する

能力を持っている．これだけのベースがあるので，

あとは，体系的な研修を受けて鑑別診断に必要な医

学知識と臨床診断の思考プロセス，そして問診のス

キルを身につければ，前述のスキルミックスを実践

できるレベルに到達することは十分可能と考えてい

る．

5. 臨床推論支援アプリケーションの開発

さらに筆者らは，薬剤師の臨床推論を支援するた

めのアプリケーション（問診ナビ）を開発してい

る（Figs. 24）．7)

これは，臨床医の思考回路をシミュレートしたア

ルゴリズムを実装したアプリケーションで，パソコ

ン，タブレット端末，スマートフォン等で利用可能

である．主訴毎に，タッチパネルの指示に従って患

者自身が回答していくことで，臨床推論に必要な

データを網羅的・効果的に収集することができる．

集められた情報は，単独及び特定の組み合わせに

よって重み付けがなされ，患者が取るべきアクショ

ンについてのアドバイスを自動的に表示する．病歴

情報については，回答によってダイナミックに質問

を変更・追加するアルゴリズムを搭載する．入力に

は，日本語版に加えて，英語版，中国語版を搭載す

る．

出力は，緊急度に合わせて 3 つに分類して表示す

る．さらに，入力した病歴情報を文章化して印刷す

る機能を搭載して，受診時に医療者に対してスムー

ズな情報伝達ができるようになっている．将来的に

は，電子カルテや電子お薬手帳との連携も視野に入

れる．

このようなアプリケーションを開発した背景とし

て，一般に，問診で尋ねるべき項目は症状により異

なるうえ，同じ症状であっても，患者の答えにより

次に尋ねるべき項目が変化していくものであるが，
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Fig. 4. Monshin Navi (Output Screen)
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通常用いられている紙の問診票は A4 で 2 ページ程

度のものが多く，症状に合わせてフォーマットを変

えることはできないため，ごく基本的な情報しか集

めることができない．そのうえ，非医療者である患

者及び家族の記入する情報は，不十分・不正確なこ

とが多く，また，患者の話は常に論理的・体系的で

あるとは限らないため，問診票があったとしても，

医療者が対面で一から情報を取り直すことになる．

そして，医療者としても，鑑別診断に必要な情報

を，漏れなく，かつ短時間で効率的に収集できるよ

うになるためには，かなりのトレーニングを要する．

今回開発した問診ナビは，患者の訴える症状に

あわせて，膨大な質問リストの中から，問診で「次

に聞くべき質問」を自動的に表示するアプリケー

ションであり，医師が実際に鑑別診断を行う時の思

考回路をシミュレートした臨床推論アルゴリズムを

搭載している．効果的な鑑別診断に役立つように，

各質問の回答は質問によってそれぞれ異なる選択肢

を自動的に提示するようなシステムになっているた

め，画面の表示に従って入力していけば，誰でも自

動的に，臨床推論に基づいて必要な病歴情報を効果

的・網羅的に収集できる．

入力画面は，薬剤師でなくても，登録販売者や事

務職はもちろん，患者本人，家族でも使用できるの

で，待ち時間等を利用してあらかじめ入力してもら

えれば，病歴としてはほぼ完成した状態で薬剤師と

の面談が開始できるので，大幅な省力化を図ること

ができる．得られた情報は，電子カルテや電子お薬

手帳との連携も技術的には可能であり，医師への紹

介状作成にも活用できるので，病歴聴取だけではな

く，入力・記録の時間も大幅に短縮できる．

また，問診ナビは，質問と回答という短いフ

レーズの組み合わせから構成されているため，他の

言語への翻訳が容易であるという特長を持つ．現

在，英語版と中国語版があり，将来韓国語版の開発

も予定されている．外国語で入力してもらうことが
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できるうえ，その情報について熟練した医療者が母

国語で聴取したのと同じクオリティで日本語出力で

きるため，外国人とのコミュニケーションにも非常

に有用である．

出力画面は，入力した情報を，単独及び特定の組

み合わせによって重み付けしたうえで解析し，患者

が取るべきアクションについて，◯red ‰ag：今す

ぐに受診すべき，◯yellow ‰ag：早めの受診を勧め

る，◯green ‰ag：経過を見て症状が続くなら受診

を勧める，3 つのカテゴリーに分けてアドバイスを

自動的に表示する．出力形式は，質問項目と回答を

逐次表示した一覧表タイプに加えて，文章タイプで

も出力できるのが，問診ナビの特筆すべき特長であ

る（Fig. 4）．文章タイプは，それぞれの質問に対

する回答を文節にして，読み易い文章として自動的

に再構成したもので，そのまま電子カルテの記載と

して貼り付けても，ほぼ差し支えないレベルの文章

が表示される．そのため，紹介状の作成や医師への

報告などにも非常に有用である．

問診ナビは，教育ツールとしても活用できる．

問診ナビには 1 つ 1 つの質問毎に，なぜそれを尋

ねるのか，回答によって鑑別診断はどのように変わ

るのかを表示する機能を備えている．さらに，最終

的なアドバイスにおいても，red ‰ag と yellow ‰ag

については，どの質問（及び組み合わせ）のどの回

答に対してどう判断したのか，その理由が表示され

る．臨床推論については，膨大かつ複雑な理論を学

んでもすぐに現場で応用できないし，一度学んでも

それを生涯にわたり維持していくことは難しい．本

ツールを使うことで，実際の現場で症候別の質問単

位の学習を 1 つずつ積み重ねることができ，確実

に，かつ体系的に自らのスキルをステップアップで

きるうえ，実際の現場で常に抜け漏れなく適切に病

歴を聴取でき，さらに学びを深めることが可能とな

る．現在，問診ナビの利用を前提としたトレーニ

ングコースを開発中であるが，本ツールを用いるこ

とで，自動車のオートマチック限定免許のように，

より短時間で一定レベルの問診ができる医療者を養

成したいと考えている．

現在，問診ナビはトライアル版を公開して，完

成版に向けて最終的な作業を行っている段階にあ

り，近日中に完成予定である．今後更なる発展性と

して，副作用データベースとの連携，生活習慣や検

診や予防接種実施状況などの健康情報との連携を図

り，トータルで「健康サポート機能」を支援する機

能や，電子カルテや電子お薬手帳などのデータベー

スと接続して，医師を含む多職種とのシームレスな

情報共有について検討を重ねている．

6. おわりに

医療をめぐる環境が厳しさを増すことが確実な将

来にむけて，医療者には大きな発想の転換が求めら

れる．薬剤師の業務すべての冒頭に「薬の～」がつ

く時代は早晩終わりを迎える．これからの医療者

は，どの時代でも常に変わらない目標である「患者

さんによい医療を提供する」ためには何がベストか

を考えて，既存の枠組みにとらわれず，誰が何を担

当するのかを考え，一体となって医療を支える姿勢

を共有すること，そして職種の壁を越えた連携シス

テムと教育プログラムを充実させることがますます

重要になってくる．更なる地域医療の充実のため

に，職種を超えた連携をさらに深め，一体となって

チーム医療を推進していくことが求められている．

利益相反 前野哲博（メトロネット社の顧問）．
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